
大阪市障がい福祉サービス事業所等地域生活支援拠点等整備要綱について

拠点等の機能を担う指定障がい福祉サービス等事業所の登録

＜背景＞
国の報酬改定において、拠点等であることを要件とする加算が創設され、指定障がい福
祉サービス事業所等が拠点等の機能を担うことが期待されている。市町村により拠点等
として位置づけられた事業所が、その機能を担う支援を実施した場合には加算を算定で
きるようになった。

指定障がい福祉サービス事業所等のうち、一定の要件を満たす事業所を地域生活支援
拠点等の機能の一部を担う事業所として位置付けて、各区における拠点等の面的整備
を推進し、その機能の強化を図る。
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各区障がい者基幹相談支援センター
（本市の委託事業 中心）

・各区障がい者基幹相談支援センター
・指定障がい福祉サービス等事業所

（面的な支援体制）
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項 目 内 容

1 目 的
地域生活支援拠点等の機能を担う指定障がい福祉サービス等事業者を位置づける
（登録する）仕組みを構築し、地域生活支援拠点等の機能の充実を図る

2 整備の基本的な
考え方

障がい者基幹相談支援センターや地域自立支援協議会等と、障がい福祉サービス
等事業者とが連携のもと、地域における複数の機関が分担して機能を担う体制を
整備する

3 登録対象事業者
指定障がい福祉サービス事業者等、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援
事業者、指定障がい児相談支援事業者のうち、本市の事業所指定を受けたもの

4 地域生活支援
拠点等の機能

障がい者等の高齢化、重度化及び親亡き後を見据え、障がい者等の地域生活を支
援するために、次の機能の全部又は一部を担う

(１) 相談 (２) 緊急時の受け入れ・対応
(３) 体験の機会・場 (４) 専門的人材の確保・養成
(５) 地域の体制づくり

5 登録手続等

１ 指定障がい福祉サービス等事業者が、拠点等の機能を担うことを希望すると
きは、所在区の地域自立支援協議会の同意を得たうえで登録申請を行う

２ 本市において、その内容を審査し、地域生活支援拠点等の機能を担う事業所
として登録する

３ 本市において、登録した事業所を一覧にして公表する
４ 登録事業者は、当該事業所の運営規程に、当該事業所が担う機能を明記する

大阪市障がい福祉サービス事業所等地域生活支援拠点等整備要綱 骨子

（参考）加算の請求には、運営指導課への届出が別途必要


